
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和4年度  事 業 報 告 書
令和4年4月 1日 から令和5年3月 31日 まで

特定非営利活動法人するところ

1 事業の成果

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

(2)その他の事業

事業名 事 業 内 容 施
時

実

日

施
所
実
場

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人   数

事業費の

金額

視子を対象 とし

たワークショッ

プなどのイベン

トの企画・運営

事業

親子を対象とした創作ワークショッ

プを開催する予定であったが、今年

度も、引き続き実施できなかった。

事業名 事 業 内 容 実 施
同 時

実
場
施
所
従事者
の人数

事業費の

金額
(千円)

文具などの物品販売事

業

ワークショップ参加者を対象に、ステーショナ

リーグッズを開発、製造、販売する予定であっ

たが、今年度も実施できなかつた。

出版物・写真 。画像等

のデザイン、制作、編

集、印刷事業

アーティスト、地域の自治体のチラシやフライ

ヤーなどの出版物の制作を行 う予定であった

が、今年度も実施できなかった。



令和4年度 活動計算書

令和4年4月 1日 から令和5年 3月 31日 まで

特定非営利活動に
係 る 事 業 その他の事業 合計科

日

【

0 0

0 0 0

0 0

0 0

経理区分振替額
税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰繊T咲財産相

4 事業収益

経常外費用計

2

3 受取助成金等
受取補助金

5

Ⅱ

経常収益計
経常費用
1 事業費
(1)人件費
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

(2)

人件費計
その他経費

用費
費
価
費
費

通
評
却
本

費
交
等
償
製

議
費
設
価
刷

会
旅
施
減
印

その他経費計
事業費計
管理費
(1)人件費
役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

(2)

人件費計
その他経費
消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

その他経費計
管理費計
経常費用計

事業収益
事業収益

その他収益
受取利息

受取寄附金
受取寄附金
施設等受入評価益

当期経常増減額
Ⅲ 経常外収益

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用

畿冨収盃
1 受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和4年度 貸借対照表

令和5年3月 31日 現在

特定非営利活動法人するところ

(単位 :円 )

科
日

【 金 □

I 資産の部

1 流動資産
現金預金

未収金

42,734

0

流 動 資 産 合 計 42,734

2 固定資産
(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計 734

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債
長期借入金

退職給与引当金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

42,734

0

正味財産合計 42,734



28

令和4年度  計算書類の注記

重要な会計方針
計算書類の作成は、 PO法人会計基準によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし

(2)固定資産の減価償却の方法
該当なし

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金
該当なし

引当金
該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし

(5)消費税等の会計処理
該当なし

2.事 業別損益の状況

特定非営利活動法人するところ

弱当
管理部門 合計事業部門計
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科 目

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

人件費計
(2)そ の他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

事業
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内 容 鷺諄:日 算 7方 法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法
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内 容 闘
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有形固定資産
車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

]斗 E i期借 入 lli:H啓閣 期末残 高

合計

科 目
計算書類に

計上 された
金額

肉役員及 び

近親者 との

取弓|

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

8

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第28条関係)

令和4年度 財産目録

令和5年3月 31日現在

特定非営利活動法人するところ

(単位 :円 )

科
口
日 金 額

I 姿産の部二
 f 流動資産
現金預金

手元現金

銀行普通預金

未収金

  事業未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

パソコン1台

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

事務用品購入代

流 動 負 債 合 計

2 固定負債
長期借入金

銀行借入金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

12,255

30,479

ｎ

Ｖ

42,734

ｎ

Ｖ

42,734
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42,734



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和4年度 年間役員名簿

令和4年4月 1日 から令和5年3月 31日 まで

特定非営利活動法人するところ

役 名 氏   名 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 伊東 勝
令和4年4月 1日

令和5年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 大林 香織
令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 澤 光子
令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

監事 岩崎 順子
令和4年4月 1日

令和5年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

～ 年 月 日

年 月 日

～ 年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

～ 年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

～ 年 月 日

年 月 日

～ 年 月 日

年 月 日

～ 年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

～ 年 月 日



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿
令和5年3月 31日現在

特定非営利活動法人するところ

氏   名

■
■ 伊東 勝

ワ
“ 岩崎 順子

Ｒ

） 澤 光子

4 大林 香織

Ｆ
Э 栗山 真由子

6 谷山 恭子

7 近藤 哲雄

8 楊 英美

9 北村 史

10 伊東 説子

11

12


